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                    海上自衛隊をソマリア沖に派兵しないように要請します 

 

 報道によれば、「浜田靖一防衛相は 1 月２８日、東アフリカ・ソマリア沖の海賊対策として、自衛隊法８２条に基づく海上警備行

動発令を前提に、護衛艦派遣の準備を海上自衛隊などに指示し」、また「発令は３月の見通しで、政府は日本近海の秩序維持

を想定してきた海上警備行動の運用を大きく転換、異例の遠洋派遣に向けた態勢整備を本格化させる」そうですね。さらに、政

府は海賊対策の新たな法案「海賊行為への対処等に関する法案」（仮称）を検討中と聞きました。 

 私たちは、海上自衛隊のソマリア沖派兵に絶対に反対です、海上自衛隊派兵を正当化・恒常化する「海賊行為への対処等に

関する法案」（仮称）にも反対です。派兵も法案提案も止めてください。その理由を以下に述べます。 

 

１ 警備警察行動は軍隊でなく警察に任せるべき 

 海賊対策は本来海上警備行動であり、軍隊が出るべきではありません。すでに東南アジアで「海保外交」、ソフトパワーによる

海賊抑止の実績があるでしょう。日本は海上保安協力を通じ、海上警察の執行機関として重要な国際貢献を果たしたそうでは

ありませんか。東南アジア海域から海賊被害をほぼ一掃した共同取り締まりの成果を忘れないで下さい。その実績をソマリアで

生かせばいいのです。 

 警備警察行動を軍隊に実行させた失敗例は身近に沢山あります。９．１１後すぐにアフガニスタン攻撃をした米英軍の侵略行

為がそうです。本年１月１５日に「対テロ戦争」の誤りをミリバンド英外相が認めましたが、アフガン攻撃・イラク攻撃で何十万の

人々が殺され、今現在もアフガニスタンでもイラクでも内戦状態になっていることを見れば、「対テロ戦争」の間違いは明らかで

す。 

 

２ 自衛隊は海外に出すべきではない 

 本来、自衛隊の存在は憲法９条違反です。アジア・太平洋戦争で２０００万人もの人々を殺してしまったその反省もあって憲法

９条が作られたことを考えれば、（自衛隊の存在を認めたとしても）少なくとも自衛隊は専守防衛に徹すべきだしそれゆえ海外に

派兵させてはいけません。昨年４月に名古屋高裁で判決が出た「イラク派遣違憲判決」（確定判決）も自衛隊派兵の違憲を強く

訴えています。防衛庁を防衛省に昇格させて海外活動を「本来業務」にしたのも間違いです。まして、日本国籍でない船の警

備までするなんてとんでもありません。満州事変・トンキン湾事件ほか、軍隊が偽りの報告をして戦争を拡大した多くの事例を忘

れてはいけません。アフリカのエネルギー資源確保が目的とも聞きますが、エネルギー確保のために派兵したり人殺しをしたり

戦争にまき込まれるのはまっぴらです。 

 

３ 海上自衛隊は海外に出せない 

 自衛官の自殺が例年多発し増加傾向にあり、１０万人当たりの自殺者数が３４．４人（２００７年）と他省庁の２倍、その中で海上

自衛隊自衛官の自殺者数は 23 人（07 年度過去最多）だそうですね。昨年９月に広島県江田島市の特別警備課程を中途でや

め潜水艦部隊への異動を控えた男性３等海曹（２５）が、１人で隊員１５人相手の格闘訓練をさせられ、頭を強打して約２週間後

に死亡したリンチ殺人事件が起こってまだ半年も経っていません。このリンチ殺人事件を起こした当の特別警備隊がソマリア派

遣部隊に参加するとのことです。「インド洋やイラクなどへの海外派遣任務に就いた延べ約 1 万 9700 人の自衛隊員のうち、16

人が在職中に自殺していた」ことが示すように、海外派兵は更に自殺者を増やすことにもなります。とにかくいじめが横行し自殺

者を量産している海上自衛隊なる組織に、海外の仕事を任せるべきではありません。 

 

４ 海賊新法は提出するべきではない 

 海賊対策新法は、本来海上保安庁に任せるべき警察行動を海上自衛隊にさせるので、容認できません。おまけに、同法の骨

子によれば、正当防衛と緊急避難のみならず、接近してくる海賊船への船体射撃や、任務遂行のための武器使用を認めており、

事実上武器使用基準を拡大するもので、私たちは絶対に容認できません。軍隊の武器使用基準を拡大することが戦争の誘発・

拡大をもたらすことは、過去の歴史が示しています。 

 

 再度要請します、海賊対策と称して海上自衛隊をソマリア沖に派兵することを止めてください。アフガン・イラクへ自衛隊を派

兵してきた自公政権も、いまや支持率が１０％程とか。そんな政権が憲法を踏みにじるような新たな政策をしてはいけません。少

なくとも国会の議決を受けるべきです。死に体内閣は余計な施策を一切するべきでありません。 
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